
県内の一般事業主行動計画策定・取組状況 

 

（届出１５６社）平成２０年６月１３日現在 
 

 

 

１ 策定・届出企業数の推移 
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（社）

301人以上企業
（義務企業）
300人以下企業
（努力義務企業）

 
 

※ 県内の 301 人以上企業は 54 社である。 

各時点の月末の状況（H20 年 6 月のみ 6 月 13 日現在） 



２ 行動計画に定めた目標の内容  

①子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための
　雇用環境の整備（主に育児をしている労働者を対象とする取組）
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妊娠中や出産後の労働者の健康管理や相談窓口の設置

産休後における職場復帰のための体制づくり

子どもの出生時における父親の休暇取得の促進

育児・介護休業法を上回る育児休業制度の実施

育児休業を取得しやすく、職場復帰しやすい環境の整備

子育ての時間を確保できるようにするための措置の実施

（短時間勤務制度の実施等）

事業所内託児施設の設置及び運営

子育てサービスを利用する際の費用の援助

子どもの看護のための休暇制度の導入

勤務地や担当業務の限定制度の実施

社宅への入居、費用の貸付等の配慮

育児休業や時間外労働・深夜業の制限、産前産後休業等諸制度の周知

出産や子育てによる退職者についての再雇用制度の実施

その他

（社）

 

②働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備
　　（育児をしていない労働者も含めて対象とする取組）
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所定外労働削減のための措置の実施

年次有給休暇の取得促進のための措置の実施

多様な働き方の選択肢を拡大するための制度の導入

テレワークの導入

職場優先や性別役割分担意識を是正するための

研修等の実施

その他

（社）

 

③雇用環境の整備以外の次世代育成支援対策
　　（対象を自社の労働者に限定しない取組）
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子育て支援サービスの場の提供

子ども・子育てに関する地域貢献活動の実施

子ども参観日の実施

企業内における家庭教育に関する学習機会の提供

若年者への就業体験機会の提供・トライアル雇用等を

通じた雇入れ、職業訓練の実施

その他

（社）

 
（注） 一般事業主行動計画においては、複数の目標を掲げることが可能である。 


